
県営林素材生産事業入札参加資格審査申請要領 
 
                           平成２２年 ２月 ５日制定 
                           平成２２年 ９月２７日改正 
                           平成２４年 １月２４日改正 
                                                      平成２６年 １月２１日改正 
                                                      平成２６年 ４月 １日改正 
                           平成２８年 ２月１６日改正 
                           平成３１年 ２月２５日改正 
                           令和 ４年 ２月１０日改正 
                           令和 ６年 ２月 ２日改正 
（趣旨） 
第１条 この要領は、大分県契約事務規則（昭和３９年大分県規則第２２号）第３０条の規
 定に基づき、大分県が発注する県営林素材生産事業に係る競争入札に参加する者に必要な
 資格（以下「入札参加資格」という。）について、必要な事項を定めるものとする。 
 
（定義） 
第２条 この要領において、県営林素材生産事業とは、県営林の立木について、選木、伐倒
 、集材及び造材を行い、素材を生産し、搬出する事業並びにこれらに付帯する事業をいう。 
 
（入札参加資格要件） 
第３条 入札参加資格を得ようとする者は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者
でなければならない。 

（１）次のいずれかに該当する者であること。 
 ア 森林組合法（昭和５３年法律第３６号）に規定する県内の森林組合又は同連合会 
 イ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に規定する県内の林業関係事業
   協同組合又は同連合会 
 ウ 林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号）第５条第１項の規定
   により知事の認定を受けた事業主 
（２）次のいずれかに該当する職員（以下「技術職員」という。）を２人（前号に規定する

者の代表者（以下単に「代表者」という。）が技術職員である場合は、一人）以上雇
用している者であること。  

ア 一般社団法人日本森林技術協会から林業技士の認定（森林土木、林業経営、森林環
境又は作業道作設部門に係るものに限る。）を受けた者 

 イ 知事又は林業労働力の確保の促進に関する法律第１１条第１項に規定する林業労働力
確保支援センターが行う研修（林業労働者に対する研修に限る。）を修了し、農林水
産省の研修修了者名簿に登録された者 

 ウ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する高等学校、高等専門学校又は大学
   において林業に関する課程を修了した者で、林業の実務経験が３年以上の者 
 エ 林業の実務経験が５年以上の者 
（３）次のいずれにも該当する者であること。 
 ア 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第５９条第３項に規定する特別の教育 

(以下「特別教育」という。)を受けた林業労働者（技術職員を含む）を常時２人（代
表者が特別教育を受けている場合は、１人）以上雇用している者であること。この場
合において、特別教育については、次に掲げる労働安全衛生規則（昭和４７年労働省
令第３２号）の規定によるもののうち、集材に係る（ア）から（ウ）までの特別教育



と、伐木に係る（エ）の特別教育をそれぞれ１人以上受けていることを要件とし、林
業架線作業主任者の資格を持つ者は、（ウ）の特別教育を受けた者と同等とみなすこ
とができる。 

   (ア) 第３６条第６号の３「走行集材機械運転特別教育」 
   (イ) 第３６条第７号「機械集材装置運転特別教育」、 
   (ウ) 第３６条第７号の２「簡易架線集材装置又は架線集材機械運転特別教育」 
   (エ) 第３６条第８号「伐木等の業務に係る特別教育」 

イ 素材生産を主とする事業の受託又は請負について、入札参加資格審査の申請日の属
する年度及び前年度の２か年度において１件以上の実績のある者であること。 

 ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１第１項において準用
する同令第１６７条の４第１項及び第２項の規定に該当しない者であること。 

 エ 県税並びに消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 
  オ 林業退職金共済組合又は中小企業退職金共済事業団体等の退職金支給制度に加入して

いること。 
 カ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２条
第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有す
る者でないこと。 

 
（申請の時期及び方法） 
第４条 入札参加資格の審査申請時期は、毎年２月１５日から同月末日までとする。 
ただし、知事が特に必要があると認めた場合は、この限りではない。 

２ 入札参加資格の審査を受けようとする者は、次に掲げる書類を知事に提出しなけれ
ばならない。 

（１）県営林素材生産事業入札参加資格審査申請書（様式第１号） 
（２）登記事項証明書 
（３）県税の納税証明書 
（４）消費税及び地方消費税の納税証明書 
（５）決算書（貸借対照表、損益計算書及び剰余金又は欠損金の処理状況を明らかにした書

類） 
（６）素材生産事業実績及び林業機械の保有状況（様式第２号） 
（７）素材生産事業実績を証する契約書の写し 
（８）林業労働者名簿（様式第３号） 
（９）社会保険等加入状況を確認できる書類 
（10）業務上の資格証明書、必要に応じて実務経験証明書（様式第４号） 
（11）前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類 
 
（入札参加資格審査の結果の通知） 
第５条 知事は、申請書を受理したときは、入札参加資格の有無を決定し、その結果を入札 
参加資格審査結果通知書（様式第５号）により、申請者に通知するものとする。 

 
（入札参加資格の有効期間） 
第６条 入札参加資格の有効期間は、西暦偶数年を基準とし、当該入札参加資格を取得し 

た年の４月１日から翌々年の３月３１日までの２年間（西暦奇数年に当該資格を取得し
た者にあっては、翌年の３月３１日までの１年間）とする。ただし、知事が特に必要が
あると認めた場合はこの限りでない。 



 
（申請書の記載事項の変更届） 
第７条 入札参加資格を取得した者は、当該入札参加資格の有効期間中、次に掲げる事項に
 変更があったときは、県営林素材生産事業入札参加資格審査事項等変更届（様式第６号）
 に関係書類を添付して、遅滞なく、知事に届け出なければならない。 
（１）商号又は名称 
（２）営業所の所在地 
（３）代表者の氏名 
（４）林業労働者の氏名又は人数 
 
（資格の取消し） 
第８条 知事は、入札参加資格を取得した者が地方自治法施行令第１６７条の１１第１項に
 おいて準用する同令第１６７条の４第２項の規定に該当するに至った場合は、当該入札参
 加資格を取り消し、その事実があった後２年間の範囲内で知事が定める期間、競争入札に
 参加させないものとする。 
２ 知事は、入札参加資格を取得した者が虚偽の申請により当該入札参加資格を取得した
ことが判明した場合は、当該入札参加資格を取り消すものとする。 

３ 知事は、入札参加資格を取得した者が暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な
関係を有する者であると判明した場合は、当該入札参加資格を取り消すものとする。 

４ 知事は、前３項の規定により入札参加資格を取り消したときは、その旨及び取り消し
た理由を当該者に通知するものとする。 

 
（その他） 
第９条  当該、県営林素材生産事業入札参加資格審査申請にあたってはこの要領のほか、県
 営林素材生産事業入札参加資格審査申請要領の運用による。 
 
 
 
  附 則 
  １ この要領は、平成２２年 ２月 ５日から施行する。 
  附 則 
  １ この要領は、平成２２年 ９月２７日から施行する。 
  附 則 
  １ この要領は、平成２４年 １月２４日から施行する。 
   附 則 
  １ この要領は、平成２６年 １月２１日から施行する。 
   附 則 
  １ この要領は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 
    附 則 
  １ この要領は、平成２８年 ２月１６日から施行する。 
    附 則 
  １ この要領は、平成３１年 ２月２５日から施行する。 

附 則 
  １ この要領は、令和 ４年 ２月１５日から施行する。 

附 則 
  １ この要領は、令和 ６年 ２月 ２日から施行する。 


